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安心生活創造事業と関連した日常生活自立支援事業をめぐる動向 

○平成２３年度日常生活自立支援事業の基幹的社協数が８４５か所となり、全国の市（７８６か所）と東 
   京２３区を合わせた数を上回り、予算上は市区レベルで権利擁護に関する相談ができる体制となる。 
 
○地域福祉権利擁護に関する検討委員会・地域における成年後見支援等あり方検討小委員会 
  「社会福祉協議会における地域福祉を基盤とする成年後見制度への取り組みの基本的考え方と 
  実務～地域社会が支える成年後見推進事業」報告書、全国社会福祉協議会、平成２３年３月発行 
 
○法人後見を実施する社協の増加（全社協地域福祉部調べ） 
   ３４市区町村社協（平成21年5月15日現在）⇒ １１９市区町村社協（平成22年11月11日現在） 
                                       ※内、受任なし職員配置のみが５社協 
 
○老人福祉法第３２条改正（後見等に係る体制の整備等）。市町村に努力義務。 
 
○厚生労働省老健局「市民後見推進事業」（平成２３年度）の実施 
 
○障害者自立支援法改正により「成年後見制度利用支援事業」が市町村の地域生活支援事業にお 
   いて必須事業化（平成２４年４月を目途に施行） 
 
○２０１０年成年後見法世界会議の開催（２０１０年１０月１～４日、横浜市） 
 
○東日本大震災にともない、事務連絡「被災された高齢者及び障害者における成年後見制度の利用等 
   について」発出（老健局認知症・虐待防止対策室、障害保健福祉部地域移行・障害児支援室と連名） 

社会・援護局地域福祉課 



日常生活自立支援事業、成年後見制度等の援助内容・範囲（現状） 
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 日常生活自立支援事業でも、
本来の仕事ではないが状況
に応じて対応。 

民生委員・児童委員 

見守り・支援ネットワーク 

近隣のささえあい 

（課題）・日常生活自立支援事業から成年後見への移行に当たり、対象者との信頼関係の再構築等の支障が生じていること。 
    ・弁護士等専門職後見人は、福祉･介護サービス利用契約等の身上監護を行うことが少なく、身上監護のニーズに対応する体制が不十分であること。 
    ・身上監護を担う期待が大きい市民後見人は、財産管理に当たり一定のリスクを伴うこと。 
    ・体制が不十分であるために、対象者の把握も消極的な状況が見られ、ニーズが埋もれている可能性があること。 

介護保険の利用
申請、利用料・入
院費等支払い等 

日用品の購入の相
談援助、家族関係の
調整等 

銀行等からの生活
費の出し入れ、通帳、
印鑑の預かり等 

食事の作り方、薬の
管理の仕方、障害受
容の支援等 

遺産分割、賃貸借契
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の低下、法的な専
門性の高度化に伴
い、支援者や後見
人も移行し、継続
的な支援が困難と
なっている。 

実利用者数 35,461人 
（2011年5月末現在） 
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